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志賀原子力発電所は、１、２号機（定期検査により停止中）とも、外部電源や必要な監

視設備、冷却設備および非常用電源等の機能を確保しており、原子炉施設の安全確保に問

題は生じておりません。また、発電所に設置しているモニタリングポストの数値に変化は

なく、外部への放射能の影響はありません。 

 

令和６年能登半島地震に対する志賀原子力発電所の耐震健全性を現在詳細に評価してい

るところですが、今般、原子炉建屋および原子炉建屋内設備が健全であることを確認した

ことから、その結果を取りまとめました。（添付資料１） 

また、２号機低圧タービンにおいて「伸び差大」警報が発生したことから、タービン・

発電機の詳細点検を実施しております（３月25日にお知らせ済）。これまでの点検の結果、

発電機およびスラスト軸受等に損傷が見られたものの、タービンの動翼・静翼等の主要な

部位には現時点で大きな損傷は確認されませんでした。引き続き点検を進め、必要な補修

を行ってまいります。（添付資料２） 

なお、２号機主変圧器については、引き続き復旧方法について検討しているところです。 

 

これらを踏まえ、令和６年能登半島地震以降の志賀原子力発電所の現況について、これ

までお知らせした内容を別紙１、２のとおり更新しました。 

 

引き続き発電所設備全般の詳細な点検を継続し、発電所の安全確保に努めてまいります。 

今後、詳細な点検の過程で新たな不具合が確認された場合は、お知らせしてまいります。 

 

 

添付資料１ 令和６年能登半島地震に対する志賀原子力発電所の耐震健全性確認結果につ

いて 

添付資料２ 志賀原子力発電所２号機 タービン・発電機点検状況について 

別紙１   令和６年能登半島地震以降の志賀原子力発電所の現況について 

（４月26日現在） 

別紙２   発生事象および現時点までの対応状況 

参考    報告書「令和６年能登半島地震に対する志賀原子力発電所の耐震健全性確認

結果について」 

以 上 



令和６年能登半島地震に対する志賀原⼦⼒発電所の
耐震健全性確認結果について

添付資料１
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２．原⼦炉建屋内設備の耐震健全性確認 ・・・ ３〜 ５

３．敷地地盤の地震観測記録の分析 ・・・ ６〜 8

（参考）今後の予定

今回の地震に対して、原子炉建屋の耐震健全性が確保されていることを確認
した。

今回の地震に対して、原子炉建屋内設備の耐震健全性が確保されていること
を確認した。

今回の地震の表層地盤の影響を取り除いた地震動（はぎとり波）は、新規制
基準で申請中の基準地震動Ss－1〜7のいずれかを下回ることを確認した。

今後、タービン建屋、海⽔熱交換器建屋及び同建屋内の「⽌める」、「冷や
す」、「閉じ込める」の機能を有する設備等の耐震健全性を確認していく。



1．原⼦炉建屋の耐震健全性確認（1/2）

⃝ 原⼦炉建屋の耐震健全性の確認は、原子炉建屋の主要な耐震要素である耐震壁に発⽣した⼒（層せん断
⼒）と許容値を⽐較※1することで⾏う。

⃝ 具体的には、1号及び2号原子炉建屋のそれぞれについて、最下階の地下２階の床上に設置された地震計
の今回の地震による観測記録※2を⽤いて、解析により算定した各階の層せん断⼒を許容値と⽐較する。

解析のイメージ
（2号原子炉建屋南北⽅向の例）

原⼦炉建屋の耐震健全性の確認のイメージ
（地下1階の例）

○令和6年能登半島地震では、2007年に発⽣した能登半島地震で1号原子炉建屋最下階の地下２階の床上に
て観測された226ガルを超える399ガルを観測したことを踏まえ、原子炉建屋及び同建屋内設備の耐震健
全性確認を⾏うこととした。（原子炉建屋内設備の耐震健全性確認は2章参照）

【経緯】

【確認方法】

観測記録

︓地震計 ︓質量
︓耐震壁 ︓部材

▽1階

▽地下1階

振動⽅向

⽐較 許容値

建設時の工事計画認可と同様の⽅法に基づき実施。
観測記録のデジタルデータは敷地の地盤や建屋の振動特性の研究に資するため、今後、地盤及び建屋に設置した地震計により得られた観測記録のデジタルデータを公開する予定。

※1
※2

振動⽅向
（南北⽅向＝紙⾯奥⾏き⽅向）

東⻄

北

南

・耐震壁が弾性変形（⼒を取り除いた時
形が元に戻る変形）に留まる⼒の許容値

東⻄

OW-8

IW-7 IW-1

RCCV

▽1階

▽地下1階

耐震壁

層せん断⼒

︓変形前
︓変形後

1

▽地下2階
基礎
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1．原⼦炉建屋の耐震健全性確認（2/2）

 令和6年能登半島地震に対する原子炉建屋の耐震健全性を確認した結果、各階の耐震壁に発⽣した層せん断
⼒は許容値を下回っていることから、原⼦炉建屋は耐震健全性が確保されていることを確認した。

断⾯図

原⼦炉建屋の耐震健全性の確認結果
（南北⽅向の例）

︓層せん断⼒の許容値
︓層せん断⼒の解析結果

断⾯図
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※2

※2︓⽐率（層せん断⼒/許容値）の最⼤値0.82

※1

※1︓⽐率（層せん断⼒/許容値）の最⼤値0.58
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○1号機及び2号機原子炉建屋内に設置された地震計の観測記録を⽤いて、原⼦炉建屋内の「止める」、
「冷やす」、「閉じ込める」の機能を有する設備に加わった⼒（応⼒）や作⽤した加速度を算出し、許容
値以下であることで設備の健全性が確保されていることを確認※1する。

２．原⼦炉建屋内設備の耐震健全性確認（１/２）

観測記録の取得※２

床応答スペクトル※３等の算出

①構造強度評価
・床応答スペクトルを基に部材（配管、基礎ボルト
等）に加わった⼒（応⼒）を算出し、許容値以下で
あることで弾性変形内に留まっていることを評価

②動的機能維持評価
・床応答スペクトルを基に設備に作⽤した加速度（G）
を算出し、許容値以下であることで動的機能が維持さ
れていることを評価

評価終了

全ての対象機器 動的機器（ポンプ、ファン、弁等）

※３︓各階に設置された設備が固有周期に応じて地
震と共振してどの程度揺れるか（応答加速
度）を把握するための指標

【確認方法】

評価対象︓原子炉建屋内設備
（「⽌める」、「冷やす」、「閉じ込める」機能を

有する設備）

︓地震計
︓建屋応答解析結果

※２︓各階に設置されている地震計の観測記録
（地震計が設置されていない階は建屋の地
震応答解析結果を代⽤）

観測記録（加速度時刻歴波形）

床応答スペクトル

3

※１︓建設時の工事計画認可と同様の⽅法及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」に基づき実施。



２．原⼦炉建屋内設備の耐震健全性確認（２/２）

主な設備の評価結果

 各設備について、構造強度評価及び動的機能維持評価を実施した結果、各設備に加わった⼒（応⼒）や作⽤した加速度は全て
許容値以下であることから、原⼦炉建屋内設備の耐震健全性が確保されていることを確認した。

観測記録の⼀例（2号機5階EW⽅向）

取得した観測記録を基に
床応答スペクトルを算出

令和６年能登半島地震
現⾏の基準地震動Ss－1〜3（600ガル）の包絡形
現⾏の基準地震動Ss－1〜3（600ガル）

令和６年能登半島地震
現⾏の基準地震動Ss－1（600ガル）※

号機 項目 対象機器 対象数 主な設備の評価結果
代表設備 部位 評価結果

1
号
機

構造強度
評価

⼀般機器(ポンプ、熱交換器等) 47機器 残留熱除去ポンプ 基礎ボルト 許容値以下

⼤型機器(格納容器、圧⼒容器等) 59機器
原子炉圧⼒容器 基礎ボルト 許容値以下

原子炉格納容器 ドライウェル基部 許容値以下

配管 107モデル 残留熱除去系配管 配管本体 許容値以下
動的機能
維持評価 動的機器(ポンプ、ファン、弁等) 120機器 残留熱除去ポンプ、弁 ポンプ本体、弁本体 許容値以下

2
号
機

構造強度
評価

⼀般機器(ポンプ、熱交換器等) 52機器 残留熱除去ポンプ 基礎ボルト 許容値以下

⼤型機器(格納容器、圧⼒容器等) 63機器
原子炉圧⼒容器 基礎ボルト 許容値以下

原子炉格納容器 フランジプレート(上側) 許容値以下

配管 84モデル 残留熱除去系配管 配管本体 許容値以下
動的機能
維持評価 動的機器(ポンプ、ファン、弁等) 139機器 残留熱除去ポンプ、弁 ポンプ本体、弁本体 許容値以下

※2006年の耐震設計審査指針の改訂を踏まえて策定した基準地震動 床応答スペクトルの⼀例（2号機5階EW⽅向）

4



 配管系を構成している設備（配管本体、配
管サポート、弁）を解析モデル化

 1.の解析モデルに床応答スペクトルを⼊⼒
し、計算機プログラムを⽤いて配管モデル
各部に発⽣する⼒（応⼒）を算定

 各ポイントにどの程度の⼒（応⼒）が発⽣
するかを把握

 2.で算出した各ポイントに
発⽣する⼒（応⼒）のうち
最⼤のものが許容値（部材
が弾性変形に留まる応⼒）
を超えないことを確認

主蒸気配管の構造概要

１．解析モデルの作成 ２．地震応答解析 ３．構造強度評価

２．原⼦炉建屋内設備の耐震健全性確認（補⾜︓①構造強度評価とは）

主蒸気内側隔離弁

主蒸気逃がし安全弁

主蒸気配管

配管サポート

︓地震⼒が算出されるポイント
︓最⼤の地震⼒が発⽣するポイント◎

○

◎○
○

○ ○
○○○○○ ○

主蒸気内側隔離弁
主蒸気逃がし安全弁

主蒸気配管配管サポート
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○地震直後に、暫定的な検討※として、敷地の岩盤中の地震動を2014年に新規制基準で申請中の基準地震動
Ss－1（1000ガル）と⽐較した結果、新規制基準で申請中の基準地震動Ss－1（1000ガル）を下回る
（右図）ことを確認するとともに、今後、詳細な検討として、解析により表層地盤の影響を取り除いた地
震動（はぎとり波）と新規制基準で申請中の基準地震動（1000ガル）を⽐較することとしていた。

（1⽉5⽇の原子⼒規制庁との⾯談にて説明）
○今般、解析が完了したことから、新規制基準で申請中の基準地震動（1000ガル）と⽐較した結果につい
てお知らせ。

3．敷地地盤の地震観測記録の分析－はぎとり波と2014年に新規制基準で申請中の基準地震動（1000ガル）の⽐較の経緯－

検討の模式図

基準地震動は、表層地盤のない地表⾯での地震動として策定している。⼀⽅で、岩盤中の地震動は、表層地盤の影響が含まれることから、基準地震動と⽐較する場合、解析により、
表層地盤の影響を取り除く必要がある。

※

【経緯】

▽地表⾯

▽地表⾯解析

表層地盤をはぎとり
▽地表⾯

2014年に新規制基準で
申請中の基準地震動
（1000ガル）

岩盤中の地震動 はぎとり波

暫定的な⽐較
（地震直後）

詳細な⽐較
（今回ご報告）

︓岩盤

今回の地震動
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岩盤中の地震動と新規制基準で申請中の
基準地震動Ss－1（1000ガル）

の応答スペクトルの⽐較
（EW⽅向の例）

岩盤中の地震動
新規制基準で申請中の基準地震動Ss－1（1000ガル）

全周期帯で下回る
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 はぎとり波は、新規制基準で申請中の基準地震動Ss－1〜7（1000ガル）のいずれかを下回ることを
確認（下図）。

 今後の地震動評価においては、今回の地震動に加えて、令和6年能登半島地震に係る知⾒の収集を⾏い、
新たな知⾒については確実に基準地震動Ssの策定に反映し、更なる安全性の向上を図っていく。

はぎとり波と新規制基準で申請中の基準地震動（1000ガル）の応答スペクトルの⽐較
EW方向

はぎとり波
新規制基準で申請中の基準地震動Ss－1〜7（1000ガル）の包絡形
新規制基準で申請中の基準地震動Ss－1〜7（1000ガル）

全周期帯で下回る
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NS方向 UD方向

はぎとり波の加速度時刻歴波形
EW方向NS方向 UD方向

3．敷地地盤の地震観測記録の分析－はぎとり波と2014年に新規制基準で申請中の基準地震動（1000ガル）の⽐較結果－

全周期帯で下回る 全周期帯で下回る
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○地震直後に、暫定的な検討として、敷地の岩盤中の地震動を現⾏の基準地
震動Ss－1（600ガル）のみと⽐較した結果、現⾏の基準地震動Ss－1
（600ガル）をEW⽅向の周期0.4〜0.5秒で上回ることを確認（右図）。

（1⽉5⽇の原子⼒規制庁との⾯談にて説明）

○今般、詳細な検討結果であるはぎとり波をSs－2〜3も含めた現⾏の基準
地震動Ss－1〜3（600ガル）と⽐較した結果を⽰す（下図）。
はぎとり波は、現⾏の基準地震動Ss－1〜3（600ガル）をEW⽅向の周期
0.4〜0.5秒に加え、EW⽅向の周期0.2秒程度及びUD⽅向の周期0.1秒程
度でも上回るが、2014年に新規制基準を踏まえて申請した基準地震動Ss
－1〜7（1000ガル）を策定しており、今後は、この申請内容をもとに、
今回の地震に係る新たな知⾒を確実に反映し、更なる安全性の向上を図っ
ていく。

上回る

（参考）2006年の耐震設計審査指針の改訂を踏まえた耐震安全性評価（耐震バックチェック）
において策定した基準地震動（現⾏の基準地震動（600ガル））との⽐較結果
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上回る

岩盤中の地震動
現⾏の基準地震動Ss－1（600ガル）

8

岩盤中の地震動と
現⾏の基準地震動Ss－1（600ガル）

の応答スペクトルの⽐較
（EW⽅向の例）

はぎとり波と現⾏の基準地震動（600ガル）の応答スペクトルの⽐較
EW方向NS方向 UD方向

はぎとり波
現⾏の基準地震動Ss－1〜3（600ガル）の包絡形
現⾏の基準地震動Ss－1〜3（600ガル）

上回る

全周期帯で下回る



志賀原⼦⼒発電所２号機 タービン・発電機点検状況について

添付資料２



 令和６年能登半島地震により、志賀原子⼒発電所２号機低圧タービンに「伸び差⼤」の警報が
発⽣したことから、タービン・発電機の詳細点検を実施している。

 これまでの点検の結果、発電機およびスラスト軸受等に損傷が⾒られたものの、低圧タービン
（A）および高圧タービンの動翼・静翼等の主要な部位には現時点で⼤きな損傷は確認されな
かった。

 今後、残りの低圧タービン（Ｂ）、（Ｃ）も含め、2024年度上期中に点検を完了する予定と
しており、補修および復旧を実施していく。

志賀原⼦⼒発電所２号機 タービン・発電機点検状況について

発電機 低圧タービン（Ｃ） 低圧タービン（Ｂ） 低圧タービン（Ａ） 高圧タービン

点検中 点検中 点検中点検予定 点検予定

低圧タービン伸び差計

縮み⽅向伸び⽅向

伸び差⼤

低圧タービン（Ｃ）側発電機側

・地震の揺れにより軸が発電機側に
ずれ、「伸び差⼤」の警報が発⽣
したものと推定

軸連結部 拡⼤図

① ②

⑥⑦

⑧ ⑨ ⑩

③④⑤

スラスト軸受

軸連結部

1



志賀原⼦⼒発電所２号機 タービン・発電機点検状況について

分 類 点検状況 今後の対応⽅針

タ
ー
ビ
ン

低圧タービン ① 動翼と静翼との接触痕
・接触痕の手⼊れを実施予定
・動翼付け根部の詳細点検を実施予定
・ラジアルフィンの手⼊れ（必要に応じ取替え）を実施予定

高圧タービン ② 動翼と静翼との接触痕
・接触痕の手⼊れを実施予定
・動翼付け根部の詳細点検を実施予定
・ラジアルフィンの手⼊れ（必要に応じ取替え）を実施予定

（Ａ）

動翼側
静翼側

ラジアルフィン

変形部

低圧タービン（Ａ) 静翼

 低圧タービン（A）、高圧タービンの点検の実施結果は以下のとおりであり、現時点で⼤きな損傷は
確認されていない。

2

静翼側動翼側

ラジアルフィン
変形部

高圧タービン 静翼



志賀原⼦⼒発電所２号機 タービン・発電機点検状況について

分 類 点検状況 今後の対応⽅針

タ
ー
ビ
ン

ス
ラ
ス
ト

軸
受

③ スラスト軸受箱の浮き上がり、取付ボルトの緩み等 ・工場返送による詳細点検および修理を実施予定

④ スラスト軸受のシールリングの変形、メタル部
のへこみ ・工場返送による修理または取替えを実施予定

⑤ スラスト軸受周りの連結管突起部の破損 ・工場返送による修理または取替えを実施予定

軸
連

結
部

⑥ タービン－発電機カップリングの油切りの変形 ・工場返送による修理を実施予定

⑦ タービン伸び差計の破損 ・取替えを実施予定

発電機

⑧ 発電機回転検出器および回転検出器⽤ギアの損傷 ・取替えを実施予定

⑨ 発電機スラストキー固定ボルトの折損 ・取替えを実施予定

⑩ 発電機軸受下部の溶接部の⼀部ひび割れ ・ひび割れ発⽣箇所に対して補修を実施予定

 高圧タービン、低圧タービン（A）の動翼と静翼以外に以下の損傷を確認しており、今後補修および復旧
を実施していく。

3



 

〇外部電源は５回線のうち３回線が受電可能です（必要な所内電源は外部電源１回線で供給可能）。使用済燃料プールの冷却も維持しており安全確保に問題は生じておりません。
また、外部電源が使用できない場合の非常用電源として非常用ディーゼル発電機、さらには、これらのバックアップ電源として、大容量電源車および高圧電源車も複数台確保
しています。 

〇今後、残りの２回線の外部電源の復旧に向けて、被害を受けた中能登変電所の GIS（ガス絶縁開閉装置）は６月の復旧を目指しつつ、２号機主変圧器については引き続き本復旧
に向けた検討を進め、改めて復旧の見通しをお知らせいたします。また、２号機タービン・発電機については、損傷の有無について本格的な調査を開始しております。 

〇上記以外の被害箇所は、おおむね復旧完了あるいは応急処置済みであり、2024 年度中を目処に段階的に復旧を進めてまいります。 

電源設備の対応状況 
分類 No. 件名 前回のお知らせ（３月 25 日）後の対応状況等 今後の対応予定 完了予定時期 

変圧器 

・ 

外部電源 

1-① 
1 号機起動変圧器からの油漏れおよび放

圧板の動作、噴霧消火設備の起動 
－ 

・放熱器全６台の交換を実施する。（2024 年８月予定） 

・No.４放熱器の損傷に関して構造解析等を含め更なる調査、検討を行う。 
2024 年８月 

2-① 
2 号機主変圧器からの油漏れおよび噴霧

消火設備の起動、放圧板の動作 
－ 

・内部点検結果を踏まえて復旧方法（取替範囲、工法、試験方法等）について

調整中であり、復旧時期については未定である。 

・No.11 冷却器の損傷に関して構造解析等を含め更なる調査、検討を行う。 

未定     

（点検結果を踏

まえ検討） 

共-③ 発電所前面の海面上での油膜確認 
・構内で油を発見した場合の対応手順（排水ゲートの運用等）を整

備し運用を開始。 
・側溝内に油分離槽等の設置を実施。（2024 年 10 月予定） 2024 年 10 月 

共-④ 外部電源（送電線・変電所設備）の状況 － 
・志賀中能登線500kV 中能登変電所内のGIS（ガス絶縁開閉装置）のブッシング

（絶縁用の碍管）は2024 年６月までに交換予定。 
2024 年６月 

非常用電源 1-⑨ 
１号機高圧炉心スプレイディーゼル発電

機の試運転中における自動停止 
－ － 完了 

その他変圧器 

停止中は使用しない変圧器であることか

ら、原子力安全の確保に影響はない。 

1-⑥ 
１号機所内変圧器および主変圧器の放圧

板の動作 
・４月 19 日に１号機所内変圧器および主変圧器の放圧板を交換済。 － 完了 

2-⑤ ２号機励磁電源変圧器の放圧弁の動作 － － 完了 

 その他設備の対応状況（３月 25 日以前に対応が完了したものを除く） 
分類 No. 件名 前回のお知らせ（３月 25 日）後の対応状況等 今後の対応予定 完了予定時期 

冷却水・補給水関連 

漏えいのあった配管等は冷房用の冷却

水や分析機器の洗浄等に使用するため

のものであり、原子力安全の確保に影響

はない。 

1-③ 
１号機タービン補機冷却水系サージタン

クの水位低下 
－ － 完了 

1-⑤ １号機純水タンク水位低下 － ・2024 年度中に漏えい箇所の補修を実施する予定。 2024 年度中 

タービン・発電機関連 

タービンの停止中に発生したものであ
り、原子力安全の確保に影響はない。 

2-③ 
２号機低圧タービンにおける「伸び差大」

警報発生 

・低圧タービン(A) の動翼と静翼との接触痕を確認。 

・高圧タービンの動翼と静翼との接触痕を確認。 

・スラスト軸受のシールリングの変形およびタービン伸び差計の破

損等を確認。 

・発電機回転検出器および回転検出用ギアの損傷、発電機スラスト

キー固定ボルトの折損を確認。 

・2024年度上期を目途にタービン・発電機点検を行い、損傷の有無を確認の上、

補修および復旧を実施予定。 

未定 

（点検結果を踏

まえ検討） 

使用済燃料貯蔵プール関連 

落下物は軽量で、燃料から離れた位置に落下

したことから使用済燃料への影響はない。 

2-④ ２号機使用済燃料貯蔵プール落下物 ・３月 29 日に落下物を回収済。 － 完了 

建物・敷地内道路関連 

いずれの設備においても必要な機能を

満足するとともに、被害は軽微であ

り、安全および使用上の支障なし。 

1-④ １号機放水槽防潮壁の傾き － ・沈下測定等の詳細調査を行い、その結果をもとに 2024 年度中に復旧予定。 2024 年度中 

1-⑦ 
１号機放水槽および１号機補機冷却排水

連絡槽防潮壁の基礎の沈下発生 
－ ・沈下測定等の詳細調査を行い、その結果をもとに 2024 年度中に復旧予定。 2024 年度中 

1-⑧ １号機高圧電源車使用箇所付近の段差発生 － ・2024 年度上期までにアスファルトの再舗装を実施予定。 2024 年度上期 

共-① 
１，２号機廃棄物処理建屋のエキスパン

ションジョイントシールカバーの脱落 
－ － 完了 

共-② 
物揚場埋立部の舗装コンクリートの沈下

発生 
－ 

・2024 年度の荷揚げ作業（低レベル放射性廃棄物等）に備え 2024 年度上期ま

でに復旧予定。 
2024 年度上期 

制御棒駆動機構関連 1-⑩ 
１号機制御棒駆動機構ハウジングが落下

した場合に支持する部品の脱落 

・発電設備全般に対する耐震健全性点検（３月１日～27 日実施）に

おいて、１号機制御棒駆動機構ハウジングが落下した場合に支持

する部品の脱落を確認。なお、当該点検において、本事象も含め

原子力安全の確保に影響のある不具合はなかった。 

・４月２日に脱落した部品を回収済。 

・４月15日に回収した部品を組込み済。 

・2024年度上期中に制御棒駆動機構ハウジングが落下した場合に支持する部

品全体の位置ずれ等の有無の確認、修正を実施し、復旧する予定。 
2024 年度上期 

 【まとめ】令和６年能登半島地震以降の志賀原子力発電所の現況について（４月 26 日現在）  別紙１ 



Ⓒ Hokuriku Electric Power Company、 All  Rights  Reserved.
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貯水池

令和６年能登半島地震 発生事象

物揚場

令和６年能登半島地震以降の志賀原子力発電所の現況について（４月26日現在）

：鉄塔

取水槽

：被害状況

＜凡例＞

：その他情報

取水口

別紙１_参考(１/３)

共-③

1-①
1-⑥

2-①
2-⑤

1-⑨

共-④

共-④

【変圧器関連】
○放圧板・放圧弁動作
１号機主変圧器、所内変圧器、２号機励磁

電源変圧器の放圧板および放圧弁の動作が確
認されたが、正常動作であり問題なし。
動作した放圧板および放圧弁は全て交換済。
⇒停止中は使用しない変圧器であること

から、原子力安全の確保に影響はない。
（1-⑥、2-⑤）

【非常用ディーゼル発電機の停止】
１月16日に発生した志賀町震度５弱の地震後の保安確

認措置として１号機高圧炉心スプレイディーゼル発電機
の試運転を実施したところ、自動停止した。
原因調査の結果、設備の故障ではないことを確認し、試

運転を実施のうえで待機状態とした。１号機は現在、外部
電源３回線を確保しており、また、３台のディーゼル発電
機の健全性を確認済み。
⇒1号機で外部電源３回線と３台の

非常用ディーゼル発電機が確保
されており、使用済燃料の冷却等
の原子力安全の確保に影響はない。

（1-⑨）
1-⑨

【絶縁油流出関連】
○油流出

２号機主変圧器の噴霧消火設備の作動により
飛散し、その後の降雨で側溝等を通じ前面海域
に流れた絶縁油（共-③）についても処理・回収
済み。

その後、再び前面海域に絶縁油が流出したこと
を受け、側溝の油吸着マットの設置方法の改善
等を実施。
防油堤の敷砂利を撤去し、防油堤、地下タンク
に損傷がないことを確認。
油が飛散した防油提外の砕石部、側溝および道

路（舗装部）を油流出源と特定し、砕石の除去、
洗浄を実施。
構内で油を発見した場合の対応手順（排水ゲー

トの運用等）を整備し運用を開始。
⇒油の処理・回収および油流出源の特定、砕石

除去等を行っており海洋への影響はない。

【外部電源関連】
○系統確保数

２号機主変圧器の故障および中能登変電所のガス絶縁開閉
装置（GIS）に一部損傷があることから、外部電源５回線のう
ち志賀中能登線500kV２回線が使用できないが、３回線が使
用可能である。

また、非常用の電源として、非常用ディーゼル発電機、
大容量電源車および高圧電源車が確保されている。

⇒必要な外部電源や非常用の電源が確保されており、使用済
燃料の冷却等の原子力安全の確保に影響はない。

（共-④）

【変圧器関連】
○絶縁油漏れ

１号機起動変圧器（1-①）および2号機主変圧器（2-①）
の漏れた絶縁油について回収済み。

１、２号機とも外部電源から受電している。
１号機起動変圧器は部品交換等を実施し受電済み。

また、非常用ディーゼル発電機、大容量電源車および
高圧電源車が確保されている。

⇒必要な外部電源や非常用の電源が確保されており、
使用済燃料の冷却等の原子力安全の確保に影響は
ない。

青字は３月25日からの更新箇所

2-①
2-①

1-①
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令和６年能登半島地震 発生事象

物揚場

【津波関連】
今回の地震による津波を以下のとおり確認。
・物揚場付近の波高計データおよび取水ピット内の水位データより、

約３メートルの水位上昇を確認。
・敷地前面の津波遡上高について、解析および痕跡調査を行った結果、

約４メートルと確認。

⇒発電所の敷地高さは11メートルであり、発電所への影響はない。
（2-⑥）

取水槽

取水口

1-⑤

【冷却水・補給水関連】
○水位低下
１号機タービン補機冷却水系サージタンク、純水タン

クの水位低下が確認されたが、いずれも原因を特定し水
位低下は停止。

⇒漏えいのあった配管等は冷房用の冷却水や分析機
器の洗浄等に使用するためのものであり、原子力
安全の確保に影響はない。

（1-③、1-⑤）

2-⑥
2-③ 2-②

2-④

1-②1-③

【建物・敷地内道路関連】
・機能上影響があった段差等の変状（物揚場埋立部のコンクリート舗装（共-②）等※）については

順次復旧中。
・敷地地盤に生じた変状については、掘削調査により、ごく表層に発生し、深部の岩盤に連続してい

ないことを確認した。このことから、盛土・埋戻土の範囲で確認した変状は揺すり込み沈下が原
因、盛土・埋戻土の範囲外で確認した変状は地震力を受けた舗装の変形が原因と評価した。

・重要施設は十分な支持性能を有する岩盤に直接支持されていることから、発電所施設の機能に影響
を与えるものではない。

⇒いずれの設備においても必要な機能を満足するとともに、被害は軽微であり、安全および使用上
の支障なし。

：被害状況

＜凡例＞

：その他情報
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共-②

1-④
1-⑦

1-⑧
共-①

1-⑦

：鉄塔

2-⑥

【敷地内断層】
今回の地震の後に、敷地内断層の露頭を直接確認した結果、今回の地震に伴って活動した痕跡

（上載地層の変位変形、新たな割れ目やせん断面、地層の引きずり等）は認められない。

⇒敷地内断層は活断層でないとする評価に影響はない。

※ 物揚場埋立部のコンクリート舗装（共-②）、１号機放水槽および1号機補機冷却排水連絡槽防潮壁の基礎（1-⑦）、１号機高圧電源車使用箇所付近
（1-⑧）に地盤沈下、１号機放水槽防潮壁に傾き（1-④）、１、２号機廃棄物処理建屋 エキスパンションジョイントシールカバーの脱落（共-①）

【タービン・発電機関連】
○タービン「伸び差大」警報

停止中の２号機低圧タービンにおいて「伸び差大」 警報が発生した。
現在タービン点検作業を実施中。
低圧タービンおよび高圧タービンの動翼と静翼との接触痕や、発電機

回転検出器の損傷等を確認。
2024年度上期を目途にタービン・発電機点検を行い、損傷の有無を確

認の上、補修および復旧を実施予定。

⇒タービンの停止中に発生したものであり、原子力安全の確保に影響
はない。

（2-③）

【使用済燃料貯蔵プール関連】
○プール水の飛散

１号機、２号機使用済燃料貯蔵プール水が波打ち
現象(スロッシング)により床面に飛散したが、飛散
水についてはふき取り済み。

外部への放射能の影響はない。

⇒現在、プール水位は安定しており使用済燃料の
冷却等の原子力安全の確保に影響はない。

（1-②、2-②）

○プール落下物
２号機使用済燃料貯蔵プール内に保管してあった原

子炉冷却材再循環ポンプの検査装置の一部がプール底
部に落下していることを確認した。
３月29日に落下物を回収済。

⇒落下物は軽量であり、燃料から離れた位置に落下

したことから使用済燃料への影響はない。

（2-④）
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貯水池

令和６年能登半島地震 発生事象

物揚場

取水口

：電源関係

＜凡例＞

：使用済燃料貯蔵プール

：その他
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「令和６年能登半島地震」により、一部設備に被害が発生しましたが、外部電源や必要な監視設備、冷却
設備および非常用電源等の機能を確保するとともに、主要建屋、構内道路等には被害が発生しておらず、原
子炉施設の安全確保に問題は生じておりません。

１号機 使用済燃料貯蔵プール

４月17日撮影

275ｋV 志賀原子力線

4月17日撮影

２号機 使用済燃料貯蔵プール

４月17日撮影

66ｋV 赤住線

4月17日撮影

緊急時対策棟

増設緊急時対策所

4月17日撮影

構内道路

4月17日撮影

構内道路

４月17日撮影

高圧電源車
[[

4月17日撮影

大容量電源車

4月17日撮影

２号機 非常用ディーゼル発電機

4月17日撮影

１号機 非常用ディーゼル発電機

4月17日撮影
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